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１ はじめに 

本校は、全国でも有数の農業地帯である田原市にある農業高校で、昭和 26年に地域の

方々の熱い思いと設立運動が実を結び創設された。以来、多くの地域農業の後継者・地

域産業の担い手を育成してきており、来年度で創立 70年を迎える。農業科、施設園芸科、

食品科学科、生活科学科の 4学科を設置し、生活科学科では 1 年生で「家庭総合」を 4

単位履修し、その他の学科は 1・2年生で 2単位ずつ「家庭総合」を履修している。 

成年年齢の引下げに伴い、今まで民法の「未成年者契約の取消権」によって保護され

ていた 18・19 歳の若者たちが、契約に関するトラブルに巻き込まれる可能性が高くなっ

てくる。数年後には同じ教室内に成年と未成年が混在することになり、高校教育の現場

でもさらなる消費者教育の推進が求められている。本校の生徒には、卒業後すぐ就職し

親元を離れて一人暮らしをする生徒も多くいる。このような社会生活上の経験が乏しい

若者は、悪質業者のターゲットとして狙われやすい傾向にあるそうだ。トラブルに巻き

込まれないために、消費者保護の仕組みや悪質商法での事例を学ばせるとともに、自分

で考えて判断できる論理的思考をもった「自立した消費者」の育成を目指し、授業研究

を行った。 

 

２ 生徒の実態と実践の目的 

  今回対象としたのは、１学年生活科学科の生徒（女子 40 名）である。まずは、授業を

行うにあたり、どのようなことを重視して授業展開をしていくべきか、検討することと

した。 

まず、生徒の実態を把握するため、アンケート調査を行った。「今までに契約をしたこ

とがありますか」との問いに「ある」と答えたのは 14人(35％）、「ない」と答えたのは

26 人(65％)であった。この結果から、多くの生徒が契約という行為を自覚のないまま行

っていることが明らかになった。また、「インターネットで買った 500 円の商品が壊れて

いたので、販売業者に問い合わせたが反応がない。この後、あなたならどうしますか」

との問いに「諦める」と答えたのは 30人(75％)で、「親や警察に相談する」と答えたの

は 8 人(20％)であった。さらに、「消費に関する相談をどの機関にすればよいか知ってい

ますか」との問いに「知らない」と答えたのは 39人(97.5％)で、消費者トラブルに遭遇

しても相談できる場所を知らずに少額なら諦めてしまう生徒が多いということが分かっ

た。また、「自分は絶対に悪質商法には引っかからないと思う」との問いに「思う」と答

えたのは 39 人(97.5％)であった。生徒たちは、自分はだまされないという自信があるよ

うだが、ある調査では詐欺の被害に遭った者ほど、被害に遭う可能性を過小評価する傾

向にあるそうだ 。 



これらのアンケート結果を参考に、次の二つを目的として授業を行うこととした。一

つめは、「消費者トラブルに巻き込まれないために、人をだまそうとする手法を知り、論

理的に疑うことができるようになること」、二つめは、「消費者保護のための制度を知り、

もし被害に遭ってしまったらどのようにしたらよいかを理解すること」である。この目

的を踏まえ、授業実践を試みた。 

 

３ 授業の実践 

(1) 「社会への扉」の活用と外部講師の派遣 

消費生活相談員の方を招き、「社会への扉」を活用した講義を行っていただいた。実

施の前に何度か打ち合わせを行い、「若者に多い消費者トラブルの事例」、「クーリング

オフ」、「消費生活センター」について重点的にお話をしていただくことになった。また、

ワークシートを用意し、そこに書き込ませて、後で見返した際に学習内容が分かるよう

にした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【授業で用いたスライドの一部】 

 

契約について、クイズ形式で授業展開をした。生徒たちは、時には隣の席の友人と答

えを相談するなど楽しみながら取り組んでいた。また、消費者を守るためのクーリング

オフなどの制度や、消費者ホットライン(188)についても説明をしていただいた。若者

に多い消費者トラブルについては、漫画風のイラストを見ながら解説していただき、生

徒は興味をもって聞いている様子であった。 



 

 

 

 

 

 

 

 

【授業の風景】 

  生徒の感想 

   ・契約についてよく分かりました。口約束でも契約が成立してしまうと知らなかっ

たので気をつけようと思います。 

   ・未成年者は契約が取り消せる場合があることを初めて知りました。クーリングオ

フについては知っていたけど、やり方などを詳しく知らなかったので勉強できて

よかったです。 

   ・クイズが全然分からなくて、たくさん間違えてしまいました。答えを解説しても

らって納得できました。 

   ・とりあえず、困ったら 188（いやや）に電話すればいいと分かりました。 

 

(2) だます手口を知るための授業 

フィッシングの被害に遭わないために、偽サイトの見分け方や、偽サイトに誘導する

ためのメール文の注意ポイントなどについて解説した。実際に偽サイトと本物のサイト

のページを見せ、どちらが本物だと思うか。また、何を根拠に判断したのかを発表させ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

【授業で用いたスライドの一部】 

 

  ア 熟慮システムと自動システム  

    また、だまそうとする人の手口として、人間のもつ「熟慮システムを麻痺させる

こと」と「自動システムを刺激すること」について解説した。熟慮システムとは、

論理的に冷静に考える能力のことである。悪質な業者などは、この能力を麻痺させ

るために、長時間話をして疲れさせたり、「このままだと将来まずいことになります



よ」などと不安をあおったり、「今日、契約を決めてください」などと急かしたりす

る。対して、自動システムとは、野生の勘など状況に応じて素早く対処しようとす

る能力のことである。「みんなやってますよ」と言われたり、「有名大の○○先生も

認めています」と言われたり、「今だけ・ここだけ・あなただけ」と言われたりする

と、この自動システムが刺激され、まんまとのせられてしまうのである。この授業

では、身の周りの消費活動には、同じようなキーワードやテクニックであふれてお

り、人間の熟慮システムあるいは自動システムに働きかけるものだという認識をも

たせることを目的とした。これらの手法を学ぶことで、「ああ、またこの手法ね」と

落ち着いて判断ができるようになることをねらいとした。 

   

  イ 活動内容 

    事例を載せたワークシートを作成し、文章中のどこにだまそうとする人の手口が

あるのかを考えさせ、記入させた。また、身の周りでも同じような技法が用いられ

ていないかを記入させた。記入中に机間巡視をしたところ、意見を書けていない生

徒は一人もおらず、意欲的に取り組めていた。最後には数名に発表をさせ、自分に

はない視点の意見が出たら加えて記入をさせた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ワークシート】 



身の周りの自動システムをのせるための技法 生徒の回答 

  ・ＳＮＳの広告で「この特別価格は今だけ！」 

  ・スーパーの試食販売（食べたら買わなきゃと思う） 

  ・携帯の契約で、「このプランだと実質無料で携帯が買える」 

  ・3 個買ったら 20％OFF 

  ・テレビショッピングで時間や個数を限定して、「たくさん電話がかかってきています」など 

  ・ＳＮＳでモデルが「この美容ドリンクすごくいい！」など宣伝している 

 

４ 学習効果の測定 

    学習の効果を確認するため、契約に関する知識について尋ねる調査を授業前と授業後

に実施し、理解度を比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【調査用紙】 

 

  (1) 結果 

  対象クラス 40 名に対して行った調査の結果は次のとおりである。「契約の成立」に関

する問いについて、授業前の正解率は 15％で、授業後の正解率は 85％であった。「通信

販売の自己都合での返品」に関する問いについて、授業前の正解率は 43％で、授業後の

正解率は 100％であった。「無店舗販売のクーリングオフ」に関する問いについて、授業

前の正解率は 43％で、授業後の正解率は 60％であった。「店舗販売のクーリングオフ」

に関する問いについて、授業前の正解率は 23％で、授業後の正解率は 80％であった。ま

た、授業前の調査では、「消費生活について困ったことがあったらどこに相談するか」と

の問いに、1 名だけが「消費生活センター」と回答していたが、授業後は 39 名の生徒が

「消費生活センター」もしくは「188(いやや)番」に電話をすると回答した。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１ 授業前と授業後の契約に関する調査 正解率の比較】 

 

   (2) 考察 

   授業実施前は、契約に関する知識が身に付いていない生徒が大半であった。そもそも

「契約とは何か」を理解できている生徒が少なかった。しかし、授業実施後、契約に関

する問いの正解率は、どの問いにおいても上がっていることから、多くの生徒が知識を

身に付けることができたと考えられる。また、日常生活には様々な契約が潜んでおり、

自らも消費者市民社会の一員であるという自覚が芽生えたのではないかと考える。 

 

５ おわりに 

  今回、愛知県消費生活総合センターの消費生活相談員の方と連携して、授業を行うこ

とができた。講師の方には、面白く分かりやすい授業をしていただき、自分自身も大変

勉強になった。 

     今後は、自らの消費行動が社会や環境に及ぼす影響についても一層取り上げ、自分で

判断できる自立した消費者の育成を目指し、授業実践を行っていきたい。 
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